
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

　現在時刻の貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設定量以上で、現在時刻が
のときに、

　過去数日分の時間帯別使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量、現在時刻および該現
在時刻の貯湯タンク内の残湯量の情報に基づいて、
　その日の夜間時間帯の開始時刻までに必要と予測される使用湯量の沸き上げに必要なエ
ネルギー量を算出し、
　前記特定時間帯において前記算出したエネルギー量に対応する沸き上げを行い、
　算出した必要エネルギー量に対応する沸き上げを行った後は、
　その後、貯湯タンク内の湯が使用されて貯湯タンク内の残湯量が最低残湯設定量以下と
なっても、夜間時間帯が開始されるまで沸き上げを行わないようにした
　ことを特徴とする給湯器の沸き上げ制御方法。
【請求項２】
　最低残湯設定量または特定時間帯を任意に設定することを特徴とする請求項１記載の給
湯器の沸き上げ制御方法。
【請求項３】
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昼間時間帯において、湯の使用量が増える夕方から夜間電力が開始されるまでの時間帯
（以下、特定時間帯）になるまでは、貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設
定量未満であるときに、その最低残湯設定量を確保するよう沸き上げを行い、

前記特定時間帯



　貯湯タンクと、該貯湯タンク内の水を加熱する加熱手段と、前記貯湯タンク内の水の温
度を検知する温度検知手段と、前記貯湯タンク内の残湯量を検出する残湯量検出手段と、
前記温度検知手段の検知結果に基づいて前記加熱手段への通電を制御し、前記貯湯タンク
内の水の沸き上げを行う制御部とを備え、
　前記制御部に、過去数日分の時間帯別使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量を記憶
する記憶手段と、現在時刻を計時する計時手段と、前記記憶手段に記憶された過去数日分
の時間帯別使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量の情報、前記計時手段による現在時
刻の情報および前記残湯量検出手段による現在時刻の貯湯タンク内の残湯量の情報に基づ
いて、その日の夜間時間帯の開始時刻までに必要と予測される使用湯量の沸き上げに必要
なエネルギー量を算出するとともに、該予測される使用湯量の沸き上げ開始からのエネル
ギー量を算出する演算手段と、前記残湯量検出手段による現在時刻の貯湯タンク内の残湯
量と予め設定された最低残湯設定量とを比較するとともに、前記演算手段による予測され
る使用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量と前記演算手段による予測される使用湯量
の沸き上げ開始からのエネルギー量とを比較する比較手段とを設け、
　前記制御部は
　

　前記残湯量検出手段による残湯量が最低残湯設定量以上で、かつ前記計時手段による現
在時刻が のときに、
　前記予測される使用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量が前記予測される使用湯量
の沸き上げに必要なエネルギー量以上になるまで、前記貯湯タンク内の水の沸き上げを行
い、
　算出した必要エネルギー量に対応する沸き上げを行った後は、
　その後、貯湯タンク内の湯が使用されて貯湯タンク内の残湯量が最低残湯設定量以下と
なっても、夜間時間帯が開始されるまで沸き上げを行わないようにした
　ことを特徴とする給湯器。
【請求項４】
　最低残湯設定量または特定時間帯を任意に設定する操作手段を設けたことを特徴とする
請求項３記載の給湯器。
【請求項５】
　加熱手段を、ヒートポンプサイクルを用いて水を加熱する加熱装置としたことを特徴と
する請求項３または請求項４に記載の給湯器。
【請求項６】
　加熱手段を、ヒーターを用いて水を加熱する加熱装置としたことを特徴とする請求項３
または請求項４に記載の給湯器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は給湯器に係り、さらに詳しくは、給湯器の沸き上げ制御の方法に関するものであ
る。
【０００２】
【従来の技術】
基本的に夜間電力を利用する給湯器（電気温水器）の一例として、例えば特開平８－７５
２５２号公報および特開平２－２１９９４９号公報に開示された発明がある。
特開平８－７５２５２号公報に開示された電気温水器（従来技術１）は、貯湯タンクと、
貯湯タンクの貯留水を下部より取り出し上部に戻すように循環する循環手段と、循環手段
により循環される水を加熱する加熱手段と、貯湯タンクの残湯量を検出する残湯量検出手
段と、沸上時間と残湯量から使用湯量に相当する必要通電時間を演算する必要通電時間演
算手段と、過去数日分の必要通電時間の実績を記憶する記憶手段と、記憶手段のデータと
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、
昼間時間帯において、湯の使用量が増える夕方から夜間電力が開始されるまでの時間帯

（以下、特定時間帯）になるまでは、貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設
定量未満であるときに、その最低残湯設定量を確保するよう沸き上げを行い、

前記特定時間帯



現在の残湯量をもとに次の沸上に必要な沸上時間を演算する沸上時間演算手段と、沸上時
間演算手段の演算結果をもとに加熱手段を制御する制御手段を備えたものである。
【０００３】
そして、このように構成された電気温水器は、加熱手段で温めた湯を循環手段で貯湯タン
ク上部に貯め、毎日の使用湯量に相当する必要通電時間を過去数日分記憶し、そのデータ
と現在の残湯量をもとに次の沸上時間を設定し、沸き上げる。
【０００４】
また、特開平２－２１９９４９号公報に開示された電気温水器（従来技術２）は、貯湯タ
ンクと、貯湯タンクの下部に設置された発熱体と、貯湯タンクの給水温度と湯温を測定す
る湯温測定手段と、貯湯タンク内の残湯量を検出する残湯量検出手段と、沸き上げ湯量を
設定する湯量設定手段と、発熱体の通電時間帯を設定する通電時間帯設定手段と、通電時
間帯および通電開始時刻を演算する演算手段と、残湯量検出手段の情報に応じて自動的に
発熱体への通電を設定する自動追焚き設定手段と、手動により発熱体への通電を設定する
手動追焚き設定手段と、湯温測定手段と演算手段と自動追焚き設定手段と手動追焚き設定
手段との情報に基いて発熱体への通電を制御する発熱体制御手段とを備えるとともに、通
電時間帯以外の時間に行われる発熱体への通電が、湯温測定手段の情報に応じて何度も繰
り返されるものである。
【０００５】
そして、貯湯タンクに設けられた所定残湯量の有無を検出する残湯量検出手段により貯湯
タンク内の残湯量を検出し、残湯量が所定量以下になると、自動追焚き設定手段が作動し
て発熱体が通電され、自動的に追焚きを開始して湯不足を防ぐ。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
上記のような従来技術１の電気温水器（給湯器）は、過去数日分の使用湯量に相当する必
要通電時間の最大値と現在の残湯量をもとに今回の沸上時間を決定して、使用湯量に応じ
た湯量を沸かすので、残湯量が減り、放熱によるエネルギーロスが低減される。しかしな
がら、このような沸き上げは、夜間電力しか電気が供給されない電力制度で使用する電気
温水器に対しては有効であるが、昼間電力も供給される電力制度で使用する電気温水器に
対しては、その昼間電力が供給される時間帯、つまり昼間時間帯（例えば朝７時から夜２
３時までの間）が考慮されていないため、夜間電力が供給される時間帯、つまり夜間時間
帯（例えば夜２３時から翌朝７時までの間）よりも電気料金単価の高い昼間時間帯で多く
沸き上げが行われてしまい、使用者が負担する電気料金が高くなってしまうという課題が
あった。
【０００７】
また、従来技術２の電気温水器（給湯器）は、残湯量が所定量以下になると、夜間時間帯
および昼間時間帯に関係なく自動追焚き設定手段が作動して発熱体が通電され、自動的に
追焚きを開始するので、昼間、使用者が入浴などで湯を使用し、その後使用しない場合で
も貯湯タンク内の湯が所定量以下になってしまったときは、昼間電力で沸き上げが行われ
てしまっていた。また、一日のうちで湯の使用量が多い夕方の時間帯（昼間時間帯に含ま
れる）に多く沸き上げが行われてしまうので、夜間時間帯になったときにはすでに昼間電
力で沸き上げられた湯が貯湯タンク内に十分貯えられていることとなり、電気料金単価の
安い夜間電力の利用が少なくなってしまっていた。これにより、使用者が負担する電気料
金が高くなってしまうという課題があった。
【０００８】
本発明は、上記のような課題を解消するためになされたもので、湯切れを防ぎつつ、夜間
電力の利用を最大にするとともに、昼間電力の利用を最小にして、使用者が負担する電気
料金の低減を図ることのできる給湯器およびその沸き上げ制御方法を提供することを目的
としたものである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
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　本発明に係る給湯器の沸き上げ制御方法は、

現在時刻の貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低
残湯設定量以上で、現在時刻が のときに、過去数日分の時間帯別使用湯量
の沸き上げに必要なエネルギー量、現在時刻および現在時刻の貯湯タンク内の残湯量の情
報に基づいて、その日の夜間時間帯の開始時刻までに必要と予測される使用湯量の沸き上
げに必要なエネルギー量を算出し、特定時間帯において前記算出したエネルギー量に対応
する沸き上げを行い、算出した必要エネルギー量に対応する沸き上げを行った後は、その
後、貯湯タンク内の湯が使用されて貯湯タンク内の残湯量が最低残湯設定量以下となって
も、夜間時間帯が開始されるまで沸き上げを行わないようにした方法である。
【００１２】
本発明に係る給湯器の沸き上げ制御方法は、最低残湯設定量または特定時間帯を任意に設
定する方法である。
【００１４】
　本発明に係る給湯器は、貯湯タンクと、貯湯タンク内の水を加熱する加熱手段と、貯湯
タンク内の水の温度を検知する温度検知手段と、貯湯タンク内の残湯量を検出する残湯量
検出手段と、温度検知手段の検知結果に基づいて加熱手段への通電を制御し、貯湯タンク
内の水の沸き上げを行う制御部とを備え、制御部に、過去数日分の時間帯別使用湯量の沸
き上げに必要なエネルギー量を記憶する記憶手段と、現在時刻を計時する計時手段と、記
憶手段に記憶された過去数日分の時間帯別使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量の情
報、計時手段による現在時刻の情報および残湯量検出手段による現在時刻の貯湯タンク内
の残湯量の情報に基づいて、その日の夜間時間帯の開始時刻までに必要と予測される使用
湯量の沸き上げに必要なエネルギー量を算出するとともに、予測される使用湯量の沸き上
げ開始からのエネルギー量を算出する演算手段と、残湯量検出手段による現在時刻の貯湯
タンク内の残湯量と予め設定された最低残湯設定量とを比較するとともに、演算手段によ
る予測される使用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量と演算手段による予測される使
用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量とを比較する比較手段とを設け、制御部は、

残湯量検出手段
による残湯量が最低残湯設定量以上で、かつ計時手段による現在時刻が の
ときに、予測される使用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量が予測される使用湯量の
沸き上げに必要なエネルギー量以上になるまで、前記貯湯タンク内の水の沸き上げを行い
、算出した必要エネルギー量に対応する沸き上げを行った後は、その後、貯湯タンク内の
湯が使用されて貯湯タンク内の残湯量が最低残湯設定量以下となっても、夜間時間帯が開
始されるまで沸き上げを行わないようにしたものである。
【００１６】
本発明に係る給湯器は、最低残湯設定量または特定時間帯を任意に設定する操作手段を設
けたものである。
【００１７】
本発明に係る給湯器は、加熱手段を、ヒートポンプサイクルを用いて水を加熱する加熱装
置としたものである。
【００１８】
本発明に係る給湯器の沸き上げ制御方法は、加熱手段を、ヒーターを用いて水を加熱する
加熱装置としたものである。
【００１９】
【発明の実施の形態】
実施の形態１．
図１は本発明の実施の形態１の構成図、図２は本発明の実施の形態１に係る加熱手段の構
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昼間時間帯において、湯の使用量が増える
夕方から夜間電力が開始されるまでの時間帯（以下、特定時間帯）になるまでは、貯湯タ
ンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設定量未満であるときに、その最低残湯設定量
を確保するよう沸き上げを行い、

前記特定時間帯

昼
間時間帯において、湯の使用量が増える夕方から夜間電力が開始されるまでの時間帯（以
下、特定時間帯）になるまでは、貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設定量
未満であるときに、その最低残湯設定量を確保するよう沸き上げを行い、

前記特定時間帯



成図である。図において、１は給湯器の本体、２は本体１内に配設された貯湯タンクで、
その底部に途中に減圧弁３ａが設けられた給水配管３が接続され、上部に途中に逃し弁４
ａおよび流量センサ５が設けられた給湯配管４が接続されており、流量センサ５は１日あ
るいは１時間単位の給湯使用量を検知する。６は貯湯タンク２の外壁面に取り付けられ貯
湯タンク２内の水の温度及び湯の温度を検知し、その検知結果から残湯量を検出する第１
の温度センサ、７ａ，７ｂは第１の温度センサ６と同様に貯湯タンク２内の水の温度を検
知する第２の温度センサおよび第３の温度センサで、第２の温度センサ７ａは第１の温度
センサ６より上方に取り付けられていて第１の温度センサ６よりも少ない残湯量を検出し
、第３の温度センサ７ｂは第２の温度センサ７ａよりも上方に取り付けられていて第２の
温度センサ７ａよりも少ない残湯量を検出する。
【００２０】
８は貯湯タンク２の下部と後述する加熱装置とを接続する冷水管８ａおよび加熱装置と貯
湯タンク２の上部とを接続する湯水管８ｂからなる循環配管で、冷水管８ａの途中には冷
水管８ａを流れる水の温度を検知し、その検知結果により貯湯タンク２を全量沸き上げた
場合に加熱装置の加熱動作を停止する温度（沸き上げ温度）を検出する第４の温度センサ
と、貯湯タンク２内の水を循環配管８および加熱装置を介して循環させる循環ポンプ１０
とが設けられている。そして、循環ポンプ１０は循環流量を調整することができ、循環ポ
ンプ１０を駆動すると、冷水管８ａより貯湯タンク２内の水が加熱装置に供給され、加熱
装置で加熱された水が温水管８ｂより貯湯タンク２の上部に戻されて貯湯される。
【００２１】
１１は第１～第４の温度センサ６，７ａ，７ｂ，９の検出結果と沸き上げ温度および最低
残湯設定量Ｚ等を設定する操作部１２の入力結果とに基づいて加熱装置および循環ポンプ
１０の駆動を制御して貯湯タンク２内の水の沸き上げを行う制御部である。制御部１１は
、表１に示すように過去数日間（ここでは８日間）の時間帯別の使用した湯量を沸き上げ
るのに必要なエネルギー量のデータが記憶される記憶手段１１ａと、記憶手段１１ａに記
憶された過去数日間（８日間）のエネルギー量のデータおよび残湯量などに基づいてその
日の夜間時間帯が開始するまでの必要と予測される使用湯量の沸き上げに必要なエネルギ
ー量（以下、予測使用湯量のエネルギー量という）ＱＡ、予測される使用湯量の沸き上げ
開始からのエネルギー量などを演算する演算手段１１ｂと、現在時刻を計時する計時手段
１１ｃと、時刻条件の比較、残湯量条件の比較、沸き上げエネルギーの比較などを行う比
較手段１１ｄとを備えている。なお、最低残湯設定量Ｚは、これ以上湯が減ると湯切れを
起こすおそれがある量であり、操作部１２により予め設定される。また、表１に示すデー
タは、１日毎の使用した湯量を沸き上げるのに必要なエネルギー量を１７時から２３時ま
での時間帯別に８日間分記憶したものであり、以下にそれを示す。
【００２２】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２３】
１３は循環配管８を循環する貯湯タンク２内の水を加熱するヒートポンプ式の加熱装置で
、図２に示すように、加熱装置１３の本体１３ａ内に、圧縮機１４、給湯用熱交換器１５
、膨張弁１６、室外熱交換器１７およびアキュームレータ１８が冷媒配管１３ｂに順次接
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続されて配設され、ヒートポンプサイクルを形成している。また、室外熱交換器１７の近
傍には室外熱交換器１７に吸熱するためにファン１９が設けられている。そして、給湯用
熱交換器１５は、冷媒が流れる冷媒通路１５ａと給湯用の水が流れる給湯用水通路１５ｂ
を有しており、圧縮機１４より吐出された高圧のガス冷媒と給湯用の水とを熱交換する。
【００２４】
次に、この実施の形態１に係る給湯器の作用について、図３のフローチャートおよび表１
を用いて説明する。
まず、給水配管３から貯湯タンク２内に水が供給されて満水になると、制御部１１は、初
回は時間帯に関係なく加熱装置１３および循環ポンプ１０の駆動を開始して、貯湯タンク
２内の水を循環配管８で循環させるとともに加熱し、第４の温度センサ９の検知温度に基
づいて貯湯タンク２内の水を操作部１２により予め設定した沸き上げ温度に沸き上げる。
沸き上げ後、制御部１１は、加熱装置１３および循環ポンプ１０の駆動を停止して、給湯
配管４からの給湯可能状態とする。そして、給湯配管４から給湯されると、同時に給湯さ
れた量の水が給水配管３から貯湯タンク２内に供給され、制御部１１の比較手段１１ｄは
、計時手段１１ｃにより計時された現在時刻が昼間時間帯であるかを判定し（図３のＳ１
，Ｓ２）、現在時刻が昼間時間帯でない場合は、上述したように制御部１１により加熱装
置１３および循環ポンプ１０を駆動して貯湯タンク２内の水の沸き上げを行う。
【００２５】
現在時刻が昼間時間帯の場合（Ｓ２）、制御部１１は、貯湯タンク２内の現在の残湯量Ｚ
Ａを検出する（Ｓ３）。ここでの残湯量ＺＡの検出は、貯湯タンク２の上部から５０Ｌの
位置に取り付けられた第３の温度センサ７ｂによって検知された温度（例えば湯として使
用可能な４５℃）以下になったときに、現在の残湯量は５０Ｌ以下であると判定したり、
流量センサ５によって検知された給湯量に基づいて行う。ついで、制御部１１はその比較
手段１１ｄにより、検出された現在の残湯量ＺＡが操作部１２により予め設定された最低
残湯設定量Ｚ（例えば５０Ｌ）未満であるかを判定し（Ｓ４）、現在の残湯量ＺＡが最低
残湯設定量Ｚ未満のときは、残湯量が少なくなっていて湯切れを起こすおそれがあると判
断され、制御部１１は加熱装置１３および循環ポンプ１０を駆動して沸き上げを開始し（
Ｓ５）、現在の残湯量ＺＡが最低残湯設定量Ｚ以上になるまで沸き上げを行い（Ｓ６，Ｓ
７）、湯切れを取り急ぎ回避する最低限の残湯量を確保する。
【００２６】
また、現在の残湯量ＺＡが最低残湯設定量Ｚ未満でないとき（Ｓ４）または沸き上げを行
って最低限の湯を貯湯タンク２内に確保したとき（Ｓ５～Ｓ７）、制御部１１は、その記
憶手段１１ａに記憶されたデータと、計時手段１１ｃからの現在時刻と、現在の残湯量Ｚ
Ａとに基づいて、演算手段１１ｂにより、夕方に湯が多く使用された場合に対応できるよ
うな予測使用湯量のエネルギー量ＱＡを算出する（Ｓ１０～Ｓ１３）。
【００２７】
まず、記憶手段１１ａに記憶された表１のデータにおいて、過去８日間の１７時から２３
時までの使用湯量を沸き上げるのに必要なエネルギー量の最大値Ｍは、５日前の１３，７
６０Ｋｃａｌであり、湯切れを防ぐための余裕分のエネルギー量αを３，０００Ｋｃａｌ
とすると、本日の１７時から２３時の間に必要であろう湯量の沸き上げに必要なエネルギ
ー量ＱＢは、
　
　
　
となる。
【００２８】
ついで、例えば１７時現在の第３の温度センサ７ｂによる残湯量ＺＡ（例えば５０Ｌ）と
、残湯温度ＴＡ（例えば８０℃）と、第１の温度センサ６による給水された水の温度ＴＷ
（例えば１０℃）とから、現在の残湯量の沸き上げに必要なエネルギー量ＱＣは、
ＱＣ＝ＺＡ×（ＴＡ－ＴＷ）
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ＱＣ＝５０×（８０－１０）＝３５００（Ｋｃａｌ）
となる。
【００２９】
よって、本日の予測使用湯量のエネルギー量ＱＡは
　
　
　
となる。
【００３０】
本日の予測使用湯量のエネルギー量ＱＡが算出されると、制御部１１は、加熱装置１３お
よび循環ポンプ１０を駆動して沸き上げを開始する（Ｓ１４）。同時に制御部１１の演算
手段１１ｂは、加熱装置１３の能力ＱＥ（例えば４．４ＫＷ）と、循環ポンプ１０の能力
から推定される循環流量ＳＡ (Ｌ／分 )とから、１分後の沸き上げに必要なエネルギー量Ｑ
Ｆを算出する。
つまり、１ＫＷは８６０Ｋｃａｌ、１時間は６０分なので、
ＱＦ＝（ＱＥ×８６０×ＳＡ）／６０
となる。そして、このエネルギー量ＱＦを１分毎に算出して、沸き上げ開始から累積した
沸き上げエネルギー量ＱＤを算出する（Ｓ１５）。
【００３１】
次に、制御部１１の比較手段１１ｄは、演算手段１１ｂにより算出した沸き上げ開始から
累積した沸き上げエネルギー量ＱＤが本日の予測使用湯量のエネルギー量ＱＡ以上である
かを判定し（Ｓ１６）、累積した沸き上げエネルギー量ＱＤが本日の予測使用湯量のエネ
ルギー量ＱＡ以上になるまで沸き上げを継続し、累積の沸き上げエネルギー量ＱＤが本日
の予測使用湯量のエネルギー量ＱＡ以上になった場合は沸き上げを終了する（Ｓ１７）。
そして、昼間時間帯に湯が使用されても夜間時間帯が開始されるまで昼間時間帯の沸き上
げは行わない。
【００３２】
このように、過去数日間の使用した湯量に対応するエネルギー量のデータおよび残湯量Ｚ
Ａなどに基づいて、本日の必要であろう使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量ＱＢか
ら現在の残湯量ＺＡに対応するエネルギー量ＱＣを減算して本日の予測使用湯量のエネル
ギー量ＱＡを算出し、そのエネルギー量ＱＡだけを昼間電力を利用して沸き上げを行うの
で、電気料金の高い昼間時間帯に必要以上の沸き上げを行わず、昼間時間帯での沸き上げ
後に湯が使用されても予測により十分な湯量が確保されているため、湯切れの発生を防ぐ
ことができる。これにより、使用者が負担する電気料金の低減を図ることができる。また
、昼間時間帯において現在の残湯量ＺＡが最低残湯設定量Ｚ未満である場合は沸き上げを
開始して最低限の残湯量を確保するので、電気料金の低減を図りつつ湯切れを防止するこ
とができる。
【００３３】
実施の形態２．
本発明の実施の形態２は、実施の形態１に係る給湯器において、昼間時間帯における特定
時間帯、例えば電気料金単位が３段階などの複数に分かれている電力制度の一番単価の高
い時間帯を除いた他の時間帯、あるいは、湯の使用量が増える夕方から夜間電力が開始ま
での時間帯（夕方１７時から夜２３時）を設定し、この特定時間帯の昼間電力を利用して
沸き上げを行うようにしたものである。なお、特定時間帯の設定は、操作部１２により任
意に設定するようにしてもよく、プログラム等で固定な時間を設定するようにしてもよい
。
【００３４】
このように構成された実施の形態２に係る給湯器の作用について、図５のフローチャート
を用いて説明する。
まず、実施の形態１で説明した場合と同様に貯湯タンク２を満水にして予め設定された沸
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き上げ温度に沸き上げ、給湯配管４からの給湯可能状態とするとともに、操作部１２によ
り特定時間帯（ここでは夕方から夜間電力が開始するまでの時間帯の夕方１７時から夜２
３時までの時間帯）を設定する。そして、給湯配管４から給湯されると、同時に給湯され
た量の水が給水配管３から貯湯タンク２内に供給され、制御部１１の比較手段１１ｄは、
計時手段１１ｃにより計時された現在時刻が昼間時間帯であるかを判定し（図５のＳ２１
，Ｓ２２）、現在時刻が昼間時間帯でない場合は、上述したように制御部１１により加熱
装置１３および循環ポンプ１０を駆動して貯湯タンク２内の水の沸き上げを行う。
【００３５】
現在時刻が昼間時間帯の場合（Ｓ２２）、制御部１１は、貯湯タンク２内の現在の残湯量
ＺＡを検出し（Ｓ２３）、その比較手段１１ｄにより、検出された現在の残湯量ＺＡが操
作部１２により予め設定された最低残湯設定量Ｚ（例えば５０Ｌ）未満であるかを判定し
て（Ｓ２４）、現在の残湯量ＺＡが最低残湯設定量Ｚ未満のときは、湯切れを取り急ぎ回
避する最低限の残湯量を確保するために、制御部１１は加熱装置１３および循環ポンプ１
０を駆動して沸き上げを開始し（Ｓ２５）、現在の残湯量ＺＡが最低残湯設定量Ｚ以上に
なるまで沸き上げを行う（Ｓ２６，Ｓ２７）。
【００３６】
また、現在の残湯量ＺＡが最低残湯設定量Ｚ未満でないとき（Ｓ２４）または沸き上げを
行って最低限の湯を貯湯タンク２内に確保したとき（Ｓ２５～Ｓ２７）、制御部１１は、
計時手段１１ｃにより計時された現在時刻が予め設定した特定時間帯であるかを判定し（
Ｓ２８）、特定時間帯でないときは現在時刻が昼間時間帯の電気料金単価が一番高い時間
帯であるおそれがあるため、電気料金の低減を図るために特定時間帯以外の昼間電力の利
用を避ける。このとき、湯切れが回避できないおそれがあるが、現在時刻が特定時間帯ま
たは夜間時間帯であると制御部１１は直ちに水の沸き上げを行い、湯切れを回避する。
【００３７】
一方、現在時刻が特定時間帯であるときは（Ｓ２８，Ｓ２９）、制御部１１の記憶手段１
１ａに記憶されたデータと、計時手段１１ｃからの現在時刻と、現在の残湯量ＺＡとに基
づいて、演算手段１１ｂより、夕方に湯が多く使用された場合に対応できるような予測使
用湯量のエネルギー量ＱＡを実施の形態１で説明したように算出する（Ｓ３０～Ｓ３３）
。
【００３８】
ついで、制御部１１は、加熱装置１３および循環ポンプ１０を駆動して沸き上げを開始し
（Ｓ３４）、同時に制御部１１の演算手段１１ｂにより１分後の沸き上げに必要なエネル
ギー量ＱＦを算出して、沸き上げ開始から１分毎に累積した沸き上げエネルギー量ＱＤを
算出する（Ｓ３５）。そして、制御部１１はその比較手段１１ｄにより、沸き上げ開始か
ら累積した沸き上げエネルギー量ＱＤが本日の予測使用湯量のエネルギー量ＱＡ以上であ
るかを判定し（Ｓ３６）、累積した沸き上げエネルギー量ＱＤが予測使用湯量のエネルギ
ー量ＱＡ以上になった場合は沸き上げを終了する（Ｓ３７）。その後、昼間時間帯に湯が
使用されても夜間時間帯が開始されるまで昼間時間帯（特定時間帯）の沸き上げは行わな
い。
【００３９】
このように、過去数日間の使用した湯量に対応するエネルギー量のデータおよび残湯量Ｚ
Ａなどに基づいて、本日の必要であろう湯量の沸き上げに必要なエネルギー量ＱＢから現
在の残湯量ＺＡに対応するエネルギー量ＱＣを減算して本日の予測使用湯量のエネルギー
量ＱＡを算出し、その予測使用湯量のエネルギー量ＱＡだけを特定時間帯の昼間電力を利
用して沸き上げを行うので、特に電気料金単位が３段階などの複数に分かれている電力制
度の給湯器において、昼間時間帯の単価が比較的安い電力を有効に利用して水の沸き上げ
を行うことができる。これにより、昼間電力の利用を最小にし、湯切れを防止しつつ使用
者の負担する電気料金の低減を図ることができる。
【００４０】
なお、上記の実施の形態１，２では、ヒートポンプ式の加熱装置１３を備えた給湯器を例
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示して説明したが、例えば貯湯タンク２内に設けられた加熱ヒーターを備えた給湯器にお
いても同様の効果を奏する。
【００４２】
【発明の効果】
　以上のように、本発明に係る給湯器の沸き上げ制御方法は、

現在時刻の貯湯タンク内の残湯量が予め
設定された最低残湯設定量以上で、現在時刻が のときに、過去数日分の時
間帯別使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量、現在時刻および現在時刻の貯湯タンク
内の残湯量の情報に基づいて、その日の夜間時間帯の開始時刻までに必要と予測される使
用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量を算出し、昼間時間帯の特定時間帯において算出
したエネルギー量に対応する沸き上げを

方法であるので、特に電気料金単位が３段階などの複数に分かれている電力制度の給湯器
において、昼間時間帯の単価が比較的安い電力を有効に利用して水の沸き上げを行うこと
ができる。これにより、湯切れを防止しつつ使用者の負担する電気料金の低減を図ること
ができる。
【００４４】
本発明に係る給湯器の沸き上げ制御方法は、最低残湯設定量または特定時間帯を任意に設
定する方法であるので、必要な残湯量および割高な時間帯での沸き上げを制御することが
でき、電気料金の低減を図ることができる。
【００４６】
　本発明に係る給湯器は、貯湯タンクと、貯湯タンク内の水を加熱する加熱手段と、貯湯
タンク内の水の温度を検知する温度検知手段と、貯湯タンク内の残湯量を検出する残湯量
検出手段と、温度検知手段の検知結果に基づいて加熱手段への通電を制御し、貯湯タンク
内の水の沸き上げを行う制御部とを備え、制御部に、過去数日分の時間帯別使用湯量の沸
き上げに必要なエネルギー量を記憶する記憶手段と、現在時刻を計時する計時手段と、記
憶手段に記憶された過去数日分の時間帯別使用湯量の沸き上げに必要なエネルギー量の情
報、計時手段による現在時刻の情報および残湯量検出手段による現在時刻の貯湯タンク内
の残湯量の情報に基づいて、その日の夜間時間帯の開始時刻までに必要と予測される使用
湯量の沸き上げに必要なエネルギー量を算出するとともに、予測される使用湯量の沸き上
げ開始からのエネルギー量を算出する演算手段と、残湯量検出手段による現在時刻の貯湯
タンク内の残湯量と予め設定された最低残湯設定量とを比較するとともに、演算手段によ
る予測される使用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量と演算手段による予測される使
用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量とを比較する比較手段とを設け、制御部は、

残湯量検出手段
による残湯量が最低残湯設定量以上で、かつ計時手段による現在時刻が の
ときに、予測される使用湯量の沸き上げ開始からのエネルギー量が予測される使用湯量の
沸き上げ開始からのエネルギー量以上になるまで、貯湯タンク内の水の沸き上げを

ので、特に電気料金単位が３段階などの複数に
分かれている電力制度の給湯器において、昼間時間帯の単価が比較的安い電力を有効に利
用して水の沸き上げを行うことができる。これにより、湯切れを防止しつつ使用者の負担
する電気料金の低減を図ることができる給湯器が得られる。
【００４８】
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昼間時間帯において、湯の
使用量が増える夕方から夜間電力が開始されるまでの時間帯（以下、特定時間帯）になる
までは、貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設定量未満であるときに、その
最低残湯設定量を確保するよう沸き上げを行い、

前記特定時間帯

行い、算出した必要エネルギー量に対応する沸き
上げを行った後は、その後、貯湯タンク内の湯が使用されて貯湯タンク内の残湯量が最低
残湯設定量以下となっても、夜間時間帯が開始されるまで沸き上げを行わないようにした

昼
間時間帯において、湯の使用量が増える夕方から夜間電力が開始されるまでの時間帯（以
下、特定時間帯）になるまでは、貯湯タンク内の残湯量が予め設定された最低残湯設定量
未満であるときに、その最低残湯設定量を確保するよう沸き上げを行い、

前記特定時間帯

行い、
算出した必要エネルギー量に対応する沸き上げを行った後は、その後、貯湯タンク内の湯
が使用されて貯湯タンク内の残湯量が最低残湯設定量以下となっても、夜間時間帯が開始
されるまで沸き上げを行わないようにした



本発明に係る給湯器は、最低残湯設定量または特定時間帯を任意に設定する操作手段を設
けたので、必要な残湯量および割高な時間帯での沸き上げを制御することができ、電気料
金の低減を図ることができる給湯器が得られる。
【００４９】
本発明に係る給湯器は、加熱手段を、ヒートポンプサイクルを用いて水を加熱する加熱装
置としたので、上記と同様の効果を得ることができる。
【００５０】
本発明に係る給湯器の沸き上げ制御方法は、加熱手段を、ヒーターを用いて水を加熱する
加熱装置としたので、上記と同様な効果を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施の形態１の構成図
【図２】　本発明の実施の形態１に係る加熱手段の構成図である。
【図３】　本発明の実施の形態１の昼間時間帯の沸き上げ制御の作用を示すフローチャー
トである。
【図４】　本発明の実施の形態２の昼間時間帯の沸き上げ制御の作用を示すフローチャー
トである。
【符号の説明】
２　貯湯タンク、５　流量センサ、６，７ａ，７ｂ，９　温度センサ、１１　制御部、１
１ａ　記憶手段、１１ｂ　演算手段、１１ｃ　計時手段、１１ｄ　比較手段、１２　操作
部、１３　加熱装置。
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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